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Ⅰ 全国学力・学習状況調査の概要
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義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、

○全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る

○学校における児童生徒への学習指導の充実や学習状況の改善等に役立てる

○そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する

Plan

Do

Check

Action

調査の目的

調査対象：
小学校第６学年
中学校第３学年

調査の概要

全国学力・学習状況調査について

4

経年変化分析調査と
保護者に対する調査の
対象校を合わせて実施

これらの２つの調査、
更には本体調査を
紐付けて多角的に分析

※多様な児童生徒への対
応として、点字・拡大文
字・ルビ振り等、様々な
資材を作成。

１．本体調査（悉皆、毎年度実施）
地方自治体や学校に対して学習指導要領の理念や目標、内容等を具体的に示し、個々の児童生徒の学習指導の
改善や教育施策の検証・改善に活用

２．本体調査を補完する調査（抽出、継続的・定期的に実施）
全国的な学力の状況について経年の変化を正確に把握・分析し、国の政策に活用

全国学力・学習状況調査

今後、本体調査（悉皆調査）と経年変化分析調査を、それぞれの目的に即して最適な方法を設計した上で、それぞれCBT化する。
また、従来IRTを採用していた経年変化分析調査に加え、本体調査（悉皆調査）においてもIRTを活用する。



１．学習指導要領の理念等を具体化した調査問題

Ⅱ 全国学力・学習状況調査が果たす役割
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【出典】「生きる力 保護者用パンフレット（平成22年作成）」（文部科学省）

①の正答率：96.0％

基礎的な知識・技能は身に付い
ている。
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【出典】「生きる力 保護者用パンフレット（平成22年作成）」（文部科学省）

②の正答率：18.2％

知識・技能を実生活の場面に
活用する力に課題がある。
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全国学力・学習状況調査の調査問題は、

調査開始当初から児童生徒に身に付けさせたい力を、

調査問題等に具体的なメッセージとして示すものとなっています。

平成29年改訂学習指導要領の全面実施後は、

・学習指導要領で育成を目指す、知識及び技能や思考力、判断力、表現

力等を問う問題を出題しています。

・各大問において「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善の

メッセージを発信しています。

全国学力・学習状況調査は、調査問題を通じて、

学習指導要領の理念等を全国の学校や教育委員会等に

分かりやすく伝えています。

全国学力・学習状況調査 調査問題が果たす役割
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正答

正答率
21.6%

3 飲み物が
１
２
になっても、

果汁の割合は変わらない。

誤答例

1 飲み物が
１
２
になると、

果汁の割合も
１
２
になる。

（67.7％）

数量（飲み物の量）が変わっても割合（飲み物の濃さ）は変わらないこと
を理解しているかを問う問題

小学校算数

大問２(3)

具体的な問題例 ―令和４年度 小学校算数―

果汁が含まれている飲み物の量を半分に
したときの、果汁の割合について正しい
ものを選ぶ。

示された場面の数量が変わっ

ても割合は変わらないことを

理解することに課題があった。
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中学校国語

大問１四

「フィルターバブル現象」に関する生徒たちの話合いを受け、自分な
らどのような考えを述べるかを記述する。

具体的な問題例 ―令和６年度 中学校国語―

話合いの話題や展開を捉えながら、他者の発言と結び付けて自分の考え
をまとめることができるかどうかをみる問題

正答例

正答率

45.1%

今井さんが言うように、フィルター

バブルには好みに合った本を選んで

示してくれるという便利な面もある

し、藤田さんが言うように、それ以

外の本に出合いにくくなることもあ

るので、本を選ぶときには、イン

ターネットと図書館などとを使い分

けたいと思います。

誤答例

山岡さんが話してくれた、様々な人

がおすすめの本を紹介しているウェ

ブページを利用して本を選んでみた

いと思いました。

話合いの目的も踏まえ、発

言においてフィルターバブ

ル現象の特徴について取り

上げるべきだが、取り上げ

ることができず、条件①を

満たせなかった生徒がいた

（ 線部分）。

条件①フィルターバブル現象の特徴について取り上げながら、これからどのように本を
選びたいかを具体的に書くこと。

条件②話合いの誰の発言と結び付くのかが分かるように書くこと。
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２．エビデンスに基づく学習指導①

～国全体の傾向を捉え、教育施策に反映～

Ⅱ 全国学力・学習状況調査が果たす役割
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ｄ

「社会経済的背景（SES）」×「主体的・対話的で深い学び」×「正答率」の関係

小学校国語

三重クロス集計

［ 

各
教
科
の
正
答
率 

］

家庭の社会経済的背景(SES: Socio-Economic Status)*が低いグループほど、各教科の正答率が低い傾向が見られる中でも、

(※) 「児童生徒〔30〕課題の解決に向けて自分から取り組んだか」以外の「主体的・対話的で深い学び」に関する回答でも同様の傾向。

「主体的・対話的で深い学び」(※)に取り組んだ児童生徒は、SESが低い状況にあっても、各教科の正答率が高い傾向が見られる。

分 析
［家にある本の冊数］×［課題の解決に向けて自分から取り組んだ］×［各教科の正答率］

① 当てはまる

② どちらかといえば、当てはまる

③ どちらかといえば、当てはまらない

④ 当てはまらない

[授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいましたか。 児童生徒〔30〕]

0.224

① ② ③ ④

66.4 61.7 54.7 46.4

0～25冊のグループ
（33.3万人）

例えば、中学校数学では、低SESグループ（本が0～25冊）

で主体的・対話的で深い学びの質問に「①」と回答した生

徒の箱ひげ図の箱は、中SESグループ（本が26～100冊）

で「③」「④」と回答した生徒及び高SESグループ（本が

101冊以上）で「③」「④」と回答した生徒の箱より上の

位置（正答率が高い位置）にある。

（30.4万人）

26～100冊のグループ
（30.5万人）

101冊以上のグループ

74.9 69.5 63.1 56.2 78.5 72.7 65.8 59.4

中学校数学 0.296

① ② ③ ④

55.9 46.9 35.6 27.8

（34.1万人）
0～25冊のグループ

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

（27.5万人）
26～100冊のグループ

（25.3万人）
101冊以上のグループ

64.6 55.0 43.2 35.3 69.3 59.8 47.8 40.0

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

中学校国語 0.249

① ② ③ ④

59.2 53.4 44.7 37.9

（34.1万人）
0～25冊のグループ

（27.5万人）
26～100冊のグループ

（25.2万人）
101冊以上のグループ

67.0 60.5 51.9 45.5 70.8 64.3 55.4 48.6

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

小学校算数 0.235

① ② ③ ④

61.5 55.6 48.1 40.1

（33.4万人）
0～25冊のグループ

（30.4万人）
26～100冊のグループ

（30.5万人）
101冊以上のグループ

71.9 65.2 58.0 51.2 76.9 69.9 62.1 56.0

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

0.2920.291

0.2140.207

0.2420.244

0.2050.203

0～25冊

26～100冊

101冊以上

[ 家にある本の冊数
児童生徒〔23〕 ]

*SESの代替指標として利用

(注) 中・高SESグループの箱ひげ図のうち、低SESグループで「①」と回答した児童生徒の箱ひげ図の箱（赤枠）の第１四分位又は第３四分位を下回っているものの箱に青枠を付している。

国による調査結果の分析の例 ―令和６年度調査の結果（概要）より―
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・過去４回（H24,27,30,R4）の全国学調「理科」の結果によると、この期間で小６・中３の理科の学力に実質的な向上や低下

は見られない。

１．日本の児童生徒の理科の学力の経年変化

２．理科の学力の男女比較

・全国学調「理科」平均正答率については、女子の方が男子より高い。

・PISAやTIMSSの日本の平均得点については、男子の方が女子より高い。

３．教科間の相関の男女比較

・全国学調において「ある教科の正答率が高いと他の教科の正答率も高い（逆も然り）」という傾向は、男子の方が女子よ

りわずかに強い。

４．理科に関する質問紙調査の回答傾向の男女比較

・「理科の勉強は好き」「将来、理科や科学技術に関係する職業に就きたい」という肯定的回答の割合は、男子の方が女子

より高い。

※この傾向は、国際的な学力調査であるPISAやTIMSSの長期トレンドとも整合する。

※ただし、いずれも実質的な差があるわけではない。

※PISA2022における「理科は、大好きな教科の一つである」の回答傾向も同様。

令和４年度全国学力・学習状況調査の理科の結果を活用した専門的な分析

・我が国の児童生徒の理科の学力や学習状況に関する傾向等の分析（株式会社エーフォース・宮城教育大学）

【文科省委託】専門的な知見を活かした高度な分析の例 ①理科

以下の調査研究においては、全国学力・学習状況調査「理科」と、国際的な学力調査
「PISA」「TIMSS」を複合的に分析した結果、

⚫ 義務教育段階における理科の学力には男女差は見られない

⚫ 一方、理科への興味・関心は男子の方が女子より高い

ことが明らかになった。

⇒我が国の理系人材の育成に関する政策の企画・立案に生かすべき知見
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【文科省委託】専門的な知見を活かした高度な分析の例 ②コロナ禍でのSESと学力・学習状況

３．臨時休業中の学習内容の理解度が学力に与えた影響と

その規定要因

✓ 臨時休業中の学習内容の理解度はその後の学力に正の効果を持つ。

✓ 特に低SES層の児童生徒の理解

度に対して、学校の先生によ

る丁寧なサポートが正の効果

を持つ。臨時休業による大き

な学力差が結果として生じな

かったことの背景には、学校

の先生による個別最適なサ

ポート等の取組があったと考

えられる。【→右図】

✓ 低SESのうち、学校の先生の丁寧なサポートに恵まれた層では、

臨時休業明けに、保護者の「子どもが通う学校の教育環境に対す

る関心が高まった」り、保護者がコロナ禍を契機に「先生とのコ

ミュニケーションが増えた」と回答したりする傾向がみられる。

SES別に見た臨時休業期間中の学習内容の

理解度（予測値）と先生の丁寧な対応有無

による理解度の差

２．SESは低いが学力面で成果を上げている学校における

取組

✓ Low SESの小学校のうち、平均正答率の高い学校において

よく見られた取組は、

・児童に目標を示し振り返る活動を行うこと

・職場見学や職場体験活動

・児童に家庭での学習方法を具体的に教えること。

✓ SES下位25％だが学力が上位25％以内の児童生徒に見られ

た特徴は、

・生活習慣（朝食）

・学級での対話

・最後までやり抜く力

✓ 上記のようなレジリエントな児童生徒の保護者の特徴は、

・絵本の読み聞かせ

・学歴期待

保護者に対する調査の結果を活用した専門的な分析

・効果的な学校等の取組やコロナ禍における児童生徒の学習環境に関する調査研究（お茶の水女子大学）

社会経済的背景（Socio-Economic Status：SES）が低いにも関わらず学力面で成果を上

げている児童生徒・家庭、学校の取組を、コロナ禍を絡めて分析

⇒コロナ禍において低SESの児童生徒に効果的だった学校の取組が明らかに
（↑後世にも残すべき貴重な情報）

１．SESは低いが学力面で成果を上げている児童生徒・

家庭の特徴
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「全国学力・学習状況調査」の集計結果データの貸与

集計結果データを大学等の研究者や公的機関の職員等に一定期間貸与（平成29年から貸与開始）。

⇒「全国学力・学習状況調査」の集計結果データを活用した教育施策の改善・充実等を促進

１ 全国学力・学習状況調査の趣旨・目的に沿った貸与
 ・利用目的が、①児童生徒の学力、学習状況等の把握・改善、又は②教育施策の改善・充実に資すること、に該当する場合に貸与

 ・審査時には、序列化や過度な競争が生じないようにするなど教育上の効果や影響等に配慮されているかについても確認

２ 適正管理の確保 ※①は個票データのみに適用

  ①組織的管理措置（情報セキュリティ対策が組織的に行われていること等）
  ②人的管理措置（利用者に対して必要な教育が行われていること等）
  ③物理的管理措置（日本国内の施錠可能な場所で利用すること等）

  ④技術的管理措置（外部ネットワークに接続した情報システムを使用しないこと等）                          

３ 利用期間の上限は２年間

４ 認められた場合は、集計結果データを用いた研究等の全部又は一部を外部委託することも可能

データの
貸与に
際しての
基本原則

ガイド
ライン
より

本データの貸与に係る利用申出手続、審査基準等はガイドライン（※）により規定。
（※）「「全国学力・学習状況調査」の集計結果データの貸与に係るガイドライン」（個票データ編と匿名データ編の２種類）

「全国学力・学習状況調査」集計結果データの研究利用推進

１．集計結果データの貸与に係るガイドライン

２．データ貸与により行われた研究等（例）

・学校規模と学校教育活動の関連に関する研究

・学校間の学力格差の変化に関する研究

・中学生の英語力の構造解明と思考力・判断力・表現力の育成に関する研究

・コロナ禍における日本の公教育とその変容
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３．エビデンスに基づく学習指導②

～一人一人の学習課題を把握し、日頃の指導に生かす～

Ⅱ 全国学力・学習状況調査が果たす役割
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GIGAスクール構想が進む中で、エビデンスに基づく学習指導の

重要性はより一層高まっています。

特に、全国学力・学習状況調査は、小学校・中学校の最終学年で

実施されるものであり、その結果による児童生徒の学習データを
一人一人の学習に還元していくことは、極めて重要です。

このため、国から学校・教育委員会に対して、
調査結果の活用の基本的な考え方を提示するとともに、
学校・教育委員会における分析・活用の取組の支援を行っています。

調査結果の分析にあたっては、教科調査の平均正答数、平均正答率のみならず、個々の

問題や領域等に着目して学習指導上の課題を把握・分析したり、学習指導要領の趣旨を

踏まえた取組、ICT 機器の活用、挑戦心・自己有用感・幸福感等に係る質問調査の結果

と合わせて総合的に分析、評価したりすることを通じて、児童生徒一人一人の学習改善

や学習意欲の向上につなげることも重要であること。

（令和６年７月29日付け６文科教第854号文部科学省総合教育政策局長通知）

エビデンスに基づく児童生徒一人一人への学習指導
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調査データの利活用の先駆けとして、学校／学級別解答状況整理表 （Ｓ－Ｐ表）を全学校に標準提供。

学校のDX環境や教師の分析経験によらず、個々の児童生徒のつまずきや学級の指導課題の把握を支援。

学校／学級別解答状況整理表 （Ｓ－Ｐ表）

左から右へ、全国正答率の高い順に問題番号を記載
上
か
ら
下
へ
、
正
答
数
の
多
い
順
に
学
級
の
児
童
生
徒
を
記
載

平均正答率だけでは把握できない学校や学級全体の課題の傾向や、個々の児童生
徒が理解していない可能性が高い設問を見つけ出すことが容易になる

国の事例 ①学校／学級別解答状況整理表 （Ｓ－Ｐ表）
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国の事例 ②調査データを活用した分析方法の紹介

19

国から教育委員会・学校に対して、教科調査や児童生徒質問調査の解答・回答内容を児童生徒ごとにまとめた
データ（CSV形式）を提供。

このデータを一般の表計算ソフトにより分析する方法を、国の説明会等で周知。

※分析方法の詳細は、以下で確認できます。

「令和６年度全国学力・学習状況調査の調査結果を踏まえた学習指導の改善・充実に向けた説明会」説明資料⑥「質問調査結果（児童生徒・学校）」について

https://www.nier.go.jp/kaihatsu/setsumeikai/r06setsumeikai/24eqn.pdf

https://www.nier.go.jp/kaihatsu/setsumeikai/r06setsumeikai/24eqn.pdf


国の事例 ③教育データ利活用の新展開

20

様々な教育データを組み合わせて学習指導・生徒指導の改善に生かす先進的な取組について、全国学力・学習状
況調査や地方独自の学力調査の分析を含め、好事例の水平展開を推進。

➢ 国立教育政策研究所教育データサイエンスセンターの設立（令和3年10月）

➢ 地方自治体の学力調査等のCBT化検討研究会（令和3年11月～） など

本年11月９日（土）に教育データ利活用
に関するシンポジウムを開催予定。

詳細はこちら☞



• 令和４年度に初代「学校カルテ」を作成（市として実施したい分析ができるよう、既存の分析ソフト等では

なく、指導主事がExcelで分析ツールを独自に作成）。

• 翌年度からは事業者に委託して機能面を拡充。国が提供する全国学力・学習状況調査の結果データ

（CSVファイル）を流し込むだけでダッシュボードに表示できる仕様。

○ いわき市では、市内の児童生徒の学力向上に資するよう、令和４年度から「学校カルテ（学校・学級ダッシュボード）」を導入。

○ 「全国学力・学習状況調査」、県独自の「ふくしま学力調査」、市独自の質問調査「I-SUS」の３つの調査結果及びそれらの相

関等のデータにより、各学校の強みや課題の把握が可能。また、平均正答率だけからは分からない児童生徒の心理的特徴や学習

方略の関係性も把握可能。

○ 各学校の状況が可視化されているため、教育委員会が学校訪問の際のアドバイスで積極的に活用。また、各学校で学習状況の

把握や学習指導の改善等に活用されている。

令和５、６年度版 「学校カルテ（学校・学級ダッシュボード）」 

特徴２

様々な要素間の関係性を視覚化する「インフルエンサー分析」機能を搭

載（例えば、ある教科の正答率に影響を与えている可能性が高い項目を

上位から表示可能）。

⇒平均正答率だけからは分からない児童生徒の心理的特徴や学習方略

の関係性が把握可能であるため、学習指導への効果的な活用が期待で

きる。

特徴１

「全国学調」、「ふくしま学調」、「市の質問調査」の３つの調査結果及びそ

れらの相関等のデータが１枚にまとめられている。

⇒多角的な分析結果が得られ、各学校の強みや課題の把握が可能。

⇒進級に伴う経年変化の分析も可能。

全国学調 市の質問調査

県の学力調査

自治体の事例 ①いわき市―「学校カルテ」を作成し、学校ごとの状況を可視化―

（例）数学の正答
率と生徒質問項
目との関係性の高
さをグラフで表示

21



課題把握 指導改善

○ 自分のよさを自覚し粘り強くやり遂げる児童生徒ほ
ど正答率が高い傾向を踏まえ、「学びを調整する力」
「粘り強く挑む力」「自己有用感・自己肯定感」「向
社会性」に関するデータ分析を重視し、これらに関す
る質問調査結果を独自に数値化して可視化。

○「学びを調整する力」等の分析、改善の取組

○具体的な事例

調査データの分析により、教科調査の正答
率に加え、生徒の「学びを調整する力」等
が低いことが明らかに。

【参考】令和５年度 全国学力・学習状況調査 福岡県学力調査 調査結果報告書https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/704498_62028470_misc.pdf

A中学校（第3学年の生徒数約60名、２学級）

○自尊感情や学ぶ意欲を向上させる指導
・「鍛ほめ福岡メソッド」を活用した指導方法を実践

生徒の「学びを調整する力」等の面に成
果が見られたとともに、教科調査の結果も
改善。

○福岡県では、県作成の全国学力・学習状況調査、県学力調査の調査データのうち、特に、「学びを調整する力」等に関するデータ

を重視し、これらに関する質問調査結果を独自に数値化。

○さらに分析データを基に、各学校が独自の取組を実施。その中で特に成果を上げている学校の取組事例を調査報告書で紹介。

（例）「鍛ほめ福岡メソッド」
子どもが自律的に成長するための原動
力を育成するため、「鍛えて、ほめて、
子どもの可能性を伸ばす」をコンセプ
トとした福岡県独自の指導方法。

○分析データを活用した指導
・一人一人の個別の学力層（四分位）に応じた手立てを
工夫する学習指導・習熟度別少人数学習
・各自が自分に合った内容・レベルの課題を自己選択して
取り組む朝活動

○ 分析データを基に、これらの力を高
める取組を実践。

効果検証

R5全国学力・学習状況調査結果
R４全国学力・学習状況調査結果

全国平均

全
国
平
均

全国平均

全
国
平
均

※ 「学びを調整する力」に係る質問項目は、「授業では、課題解決に向けて、自分で考え、自分から取り組んでいましたか」等の６項目

自治体の事例 ②福岡県―「学びを調整する力」等を可視化し、学習指導の改善につなげる―

(R4)A中学校
(R5)A中学校
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https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/704498_62028470_misc.pdf


Ⅲ CBT-IRT活用で広がる
 全国学力・学習状況調査の可能性

23



2021年度
（令和3年度）

2022年度
（令和4年度）

2023年度
（令和5年度）

2024年度
（令和6年度）

2025年度
（令和7年度）

2026年度
（令和8年度）

2027年度
（令和9年度）

2028年度
（令和10年

度）

教科調査
（悉皆）

小
学
校

国
語

PBT PBT PBT PBT PBT
PBT

算
数

PBT PBT PBT PBT PBT
PBT

理
科

PBT PBT

中
学
校

国
語

PBT PBT PBT PBT PBT
PBT

数
学

PBT PBT PBT PBT PBT
PBT

理
科

PBT

英
語

質問調査
（悉皆）

児童
生徒

学校

経年変化分析調査
（抽出）

PBT
PBT

CBT

令和６年度より全面オンライン方式に移行済

平成28年度よりオンライン方式に移行済

CBT
(全面)

小規模実施
（約1万人）

中規模実施
（約20万人）

大規模実施
（約80万人）

「話すこと」
をMEXCBT
で実施

※調査設計や出題、結果返却については、全国学力・学習状況調査の目的を今後より確実に達成する観点から、不断の見直しを続けていく。

CBT CBT

CBT

CBT(半数)

CBT

CBT
サンプル問題
による準備

サンプル問題
による準備

サンプル
問題に
よる準備

サンプル問題
による準備

サンプル問題
による準備

今後のCBT化の工程表（案）
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悉皆調査においてCBTを活用する意義 悉皆調査において項目反応理論(IRT)を活用する意義

②ICT端末上で出題・解答することで、多様な
方法・環境での出題・解答が可能になる。

➢ マルチメディア（動画、音声等）や様々なツール（表計算機
能等）の利用など、多様な方法での出題・解答が可能となり、
児童生徒がICTを活用した授業で身に付けた力を、より多面
的に測定できる。

➢ ICT端末やネットワークの活用により、学校において何らか
配慮を要する児童生徒や不登校等の状況にある児童生徒への
柔軟な対応を拡大できる可能性がある。

③電子データにより問題・解答を配信・回収す
ることで負担を軽減。

➢ 印刷、配送、回収に要する経費や環境負荷等を削減できる。

➢ 調査問題の厳重な保管などの学校の負担を軽減できる。

➢ 児童生徒数の増減への柔軟な対応が可能になる。

➢ より効率的な採点を実現できる。

①解答データを機械可読のビッグデータとして
蓄積できる。

➢ 現行では記述式問題の解答データはスキャンによりデータ化
して処理しているが、CBT化により、初めから機械可読かつ
軽量なデータとして収集できる。

①今まで以上に多くの問題を使用し、幅広い領
域・内容等での調査が可能になる。

➢ IRTを活用することで、異なる調査問題に解答した学校や児
童生徒同士の結果を比較できるため、一度の調査で幅広く出
題することが可能になり、得られるデータの幅が広がる。

➢ 教委・学校や児童生徒にもより細やかなフィードバックが可
能。

 ※CBTを導入することで、複数の問題セットを児童生徒ごとに
割り当てることも容易になる。

③学力の経時変化を各教育委員会・学校でも把握
できる。

➢ 問題を一部非公開とし、次年度以降も出題する設計により、各
教育委員会・学校でも年度をまたいで児童生徒の学力を比較可
能。

②調査日の複数設定が可能になる。

➢ 複数の問題セットによる調査とIRTの導入による集計・分析
により、調査を異なる日時に実施しても同じ条件での実施と
みなすことが可能。

➢ ネットワーク等のトラブルを回避するためにも、日程・時間
帯の分散が必要。

CBTやIRTの導入による悉皆調査の改善

25IRT(Item Response Theory)：項目反応理論。問題の特性（難易度や識別力等）と各児童生徒の学力を分けて考える枠組みであり、いくつかの手続を経ることで、
  異なる時点、問題セット、児童生徒集団等で実施した場合であっても、その結果を相互に比較できるようになる。（→詳細はP.25）



1             2             3            4             5 

IRTに基づく調査のイメージ

【実施方式】（代表的な実施方式の例）

【成績の表示方法】

◆分冊方式
・多数の小問群（ブロック）を複数の問題セット
にあらかじめ割り付ける方式。

・調査が全て終了するまでは問題を公開できない

◆アダプティブ方式
・小問の正誤に応じて、次に出題する問題を変え
る方式。

セットA セットB セットC セットD セットE …

1 2 3 4 5 …

2 3 4 10 6 …

4 10 11 5 7 …

7 12 8 9 3 …

※ 表中の数字はブロックの番号を表している。

問題の難易度
易 難

正答

誤答
正答

正答

※令和７年度「中学校理科」は分冊方式で実施

A
3問正解

B
2問正解

問1
★

問2
★★

問4
★★★★

問3
★★★

〇 〇 〇

問1
★

問3
★★★

問5
★★★★★

問4
★★★★

〇 〇
A

3問正解

B
2問正解

問題の
難易度

難易

IRT
スコア

B

≒

問1
★

問2
★★

問4
★★★★

問3
★★★

問5
★★★★★

問1
★

問4
★★★★問2

★★

問3
★★★

※★が多いほど問題の
レベル(難易度等)が
高いことを示す。

IRTに基づく調査では、各設問の難易度等を用いて、IRTの数式により受験者の能力値を推定する。能力値は、難易度
の高い問題に正答していると高めに、難易度の低い問題に誤答していると低めに算出される。IRTスコアは、推定され
た能力値を分かりやすく示すものである。

26

【IRTとは】
   児童生徒の正答・誤答が、問題の特性（難易度、測定精度）によるのか、児童生徒の学力によるのかを区別して分析し、
児童生徒の学力スコアを推定する統計理論。項目反応理論（Item Response Theory）。
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PISA2025「ラーニング・イン・デジタルワールド」

○ OECD生徒の学習到達度調査「PISA」もコンピュータ使用型調査（CBT）として実施されている。

○ PISAは主要3分野（読解力、数学的リテラシー、科学的コンピテンシー）に加え、「革新分野」についても調査が
行われる（革新分野の調査内容は毎回異なる。）。 PISA2025は「ラーニング・イン・デジタルワールド
(Learning in the Digital World :LDW)」。

ICTを活用した自律的な学習（自己調整学習）のプロセスを通して、生徒が問題解決し、その中で新しい知識を獲得
できるかを測定しようとする認知テスト。具体的には「シミュレーションモデルの作成」「プログラミング（デバック）」など。

具体的な問題例

〔大問名：環境保全〕カメとサメの個体数が自然に増減する情報に、食物連鎖の関係（サメがカメを捕食する影
響）を考慮し、一定年数経過後にそれぞれの個体数がどのように変化するかを予測する問題である。ガイダンス
に従い、シミュレーションを行い、解答を導き出す。

【参考】OECD HP
https://www.oecd.org/en/topics/sub-issues/learning-in-the-digital-world/pisa-2025-learning-in-the-digital-world.html

ガイダンス画面（グラフの作成方法等） 実際のシミュレーション画面



➢ 学習指導要領の趣旨の実現、全国の自治体や国におけ

る教育施策の改善に引き続き寄与

➢ GIGAスクール構想によりCBTやIRTの導入が実現し、

児童生徒一人一人への学習指導の充実に向けた活用の

可能性が拡大

学習指導要領の理念の具体化
調査問題を通じて育成を目指す
資質・能力を具体化・発信

ICTによる情報活用
CBTで実施することで、ICTを
活用した授業で身に付けた力を
より多面的に測定

データ利活用
解答データをビッグデータとし
て蓄積・利活用

水色：毎年悉皆での
実施により実現

データの拡大・精度向上
IRT（項目反応理論）を活用し
幅広い領域で経年変化も分析

桃色：CBTによりさらに
改善・強化

授業改善
調査問題・結果分析を通じて
全ての学校で授業改善

課題把握・フィードバック
全ての子供たちの課題を把握・
返却し、学びを改善

これからの全国学力・学習状況調査

28

✓児童生徒の端末 ✓通信ネットワーク

学習指導・施策改善のエビデンス
調査結果から把握された課題等を各
学校における学習指導の改善や国・
自治体における施策の改善に反映

GIGAスクール構想（デジタル学習基盤の整備）

学
習
指
導
要
領

全
国
学
力
・

学
習
状
況
調
査

✓ CBTシステム(MEXCBT)

全国学力・学習状況調査により

我が国の学力水準の

維持・向上が図られる

学びの保障
不登校、病気療養中の児童生徒
などでも柔軟に学校外からアク
セス
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